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	館長
	主任
	班員

	
	
	


印西市立公民館使用チェックシート
　　　年　　　月　　　日提出
	団体の名称
	

	代表者名
	
	連絡先
	自宅・会社（　　　　　　　　　）
携帯（　　　　　　　　　　　　）

	団体の種別
	□市民団体　　□企業等　　□政治団体　　□宗教団体　　□個人
□その他（　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	団体の
活動内容
	

	公民館の
使用目的
	
	使用人数
	人

	団体構成に
関する事項
	・団体は5人以上の会員で構成されている
	□はい
	□いいえ

	
	・団体会員の5分の3以上が市民（在学・在勤含む）である
	□はい
	□いいえ

	
	・団体の代表者は成人である
	□はい
	□いいえ

	営利に
関する事項
	・営利を目的とする（営利の確保につながる）活動ではない
　　例：物品の販売、企業の営業活動、私塾の運営　など
	□はい
	□いいえ

	
	・講師（指導者等）を伴った活動ではない
　　例：語学学習、作法や技術の習得、趣味・教養　など
	□はい
	□いいえ

	
	※「いいえ」の場合のみ回答
	・講師が自ら会員を募集しない
	□はい
	□いいえ

	
	
	・講師は、団体運営に関わらない
	□はい
	□いいえ

	
	
	・講師と会員は、師弟関係ではない
	□はい
	□いいえ

	
	
	・会員が、講師に直接月謝等を支払うものではない
	□はい
	□いいえ

	
	
	・会員（参加者）数によって謝礼金額が変動しない
	□はい
	□いいえ

	
	
	・学習成果を地域に還元する
	□はい
	□いいえ

	政治に
関する事項
	・特定の政治活動に関するものではない
	□はい
	□いいえ

	
	・特定の政党の党員確保につながるものではない
	□はい
	□いいえ

	
	・特定の政党の利害につながるものではない
	□はい
	□いいえ

	宗教に
関する事項
	・特定の宗教の儀式に関するものではない
	□はい
	□いいえ

	
	・特定の宗教の布教活動につながるものではない
	□はい
	□いいえ

	
	・特定の宗教の勧誘に関するものではない
	□はい
	□いいえ


※公民館は社会教育施設であり、法律及び条例に基づき使用許可の判断をします。これは、その確認を行うためのものです。
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代表者 名   連絡先  自宅・会社（             ）   携帯（                ）  

団体の 種別  □市民団体     □企業等     □政治団体     □宗教団体     □個人   □その他（                                   ）  

団体の   活動内 容   

公民館の   使用目 的   使用人数  人  

団体構成に   関する事項  ・団体は 5 人以上の会員で構成されている  □はい  □いいえ  

・団体会員の 5 分の 3 以上が市民（在学・在勤含む）である  □はい  □いいえ  

・団体の代表者は成人である  □はい  □いいえ  

営利に   関する事項  ・営利を目的とする（営利の確保につながる）活動 で は ない      例：物品の販売、企業の 営業 活動、私塾の運営   など  □はい  □いいえ  

・講師（指導者等）を伴った活動 で は ない       例：語学学習、作法や技術の習得、趣味・教養   など  □はい  □いいえ  

※「いいえ」の場合のみ回答  ・講師 が 自ら会員 を 募集 しない  □はい  □いいえ  

・講師は 、 団体運営に関わらない  □はい  □いいえ  

・講師と会員は 、 師弟関係ではない  □はい  □いいえ  

・ 会員が、講師に直接 月謝 等を支払うものではない  □はい  □いいえ  

・会員（参加者）数によって謝礼金額が変動しない  □はい  □いいえ  

・学習成果を地域に還元する  □はい  □いいえ  

政治に   関する事項  ・特定の政治活動に関するものではない  □はい  □いいえ  

・特定の政党の党員確保につながるものではない  □はい  □いいえ  

・特定の政党の利害につながるものではない  □はい  □いいえ  

宗教に   関する事項  ・特定の宗教の儀式に関するものではない  □はい  □いいえ  

・特定の宗教の布教活動につながるものではない  □はい  □いいえ  

・特定の宗教の勧誘に関するものではない  □はい  □いいえ  

※公民館は社会教育施設であり、 法律 及び条例 に基づき使用許可の判断をします。これは、その 確認を行う ための ものです。  

